
出典：国税庁「平成25年分の相続税の申告の状況について」
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　高齢化社会が進むに連れて、被
相続人数（亡くなった人）が増加
傾向にある。被相続人数は、平成
15年に初めて100万人を突破（約
101万人）。その後も年々増加し、
国税庁が昨年末に発表した平成
25年分の相続税の申告状況によ
ると、同年分（平成25年１月１日～
平成25年12月31日）の被相続人数
（亡くなった人）は過去最高の約
127万人。平成22年分から４年連
続で120万人を超えた（表参照）。
　相続税の課税対象（平成25年
10月31日までに提出された相続

税額のある申告書に基づき集計）
となった被相続人数は約５万４千人
で、前年分より約２千人の増加。課
税割合は4.3％で、平成24年より
0.1ポイントの増加となった。
　この申告状況に変化をもたらす
のが、相続税改正にともなう基礎
控除の引き下げだ。平成27年１月１
日以後の相続から、基礎控除額が
５千万円から３千万円に引き下げら
れ、法定相続人１人当たりの控除
額も１千万円から600万円に縮小
された。法定相続人が３人の場
合、単純計算で８千万円の控除額

が4800万円に、法定相続人が４人
の場合は９千万円が5400万円にな
る計算だ。
　財務省によると、今回の相続税
改正によって課税割合は６％程度
まで上昇すると予測されている。
わずか２％の増加だが、これまで
相続税を“他人事”と捉えていた人
も、都市部にマイホームを所有し、
そのほか金融資産などを所有し
ていれば、課税対象に該当する可
能性は十分にある。
　税理士法人タクトコンサルティン
グの遠藤純一情報企画室課長も、
「相続税の課税割合が４％から
６％まで増えるというのは全国レ
ベルの話ですが、都市部（都道府
県別）では東京で13.53％、愛知で
11.82％、大阪で7.02％まで上昇す
るほか、東京23区に至っては一
部、４人に１人が課税されるという
試算もあります」と指摘する。
　富裕層にとっては相続税率の変
更も気になるところ。税率区分が
６段階から８段階に見直され、最
高税率が50％から55％に引き上
げられたほか、各人の取得財産が
２億円超～３億円以下については、
新たな税率区分として45％の税率
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が適用される。このラインに該当
する資産家は増税となるだけに、
今後の相続対策に大きな影響が
出てくるだろう。
　問題に対処するためには、専門
家のアドバイスを受けて、できるだ
け早い段階で有効な対策を打つこ
とが重要といえる。また、配偶者
控除や小規模宅地等の特例など
によって相続税額がゼロになる
ケースも少なくないが、特例適用
の判断や申告書の提出という点に
おいても、専門家の支援が求めら
れてくるだろう。
※今号は『相続特集号』をお届けし
ます。
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　相続・事業承継問題に頭を悩ませている
経営者は少なくありません。大切な家族や
従業員を守るためにも、早い段階から事前
対策を講じておきたいところですが、円滑
な事業承継や相続税対策を実現させるた
め、多くの税理士事務所で利用されている
のが、全国税理士共栄会（南口純一会長）
の『ＶＩＰ大型総合保障制度』です。
　『ＶＩＰ大型総合保障制度』は、中小企
業や個人事業主が抱える様々な問題を５つ
の充実したプランで解決し、税理士先生と
その家族および従業員、さらに関与先企業
の経営者と家族および従業員の「暮らしと
事業」の発展を応援しています。
　プランのひとつ「経営者大型保険（集団
扱定期保険）」は、掛捨の割安な保険料

で、入院や手術を含む総合的な保障をする
大型の生命保険です。経営者に万一のこと
があった時、最高２億円の大型保障で企業
を守ります。次に、『経営者保険総合プラ
ン』では、働き盛りの経営者の生涯保障や
役員・幹部社員の退職金準備等に活用でき
るよう、終身保険、養老保険、逓増定期保
険等、多彩な保険が用意されています。
　このほか、介護保険や生活習慣病保険、
高度先進医療保険など医療保険全般がそ
ろった「経営者スーパープラン」、突然の
病気やケガで仕事が出来ず、収入が途絶え
た時に毎月のいろいろな費用をしっかりカ
バーする「団体所得補償保険」、「新・団体
医療保険」により中小企業や個人事業主の
方々を総合的にバックアップしています。

　なお、円滑な事業承継や相続税対策の実
現をはじめ、退職金の準備や従業員の福祉
制度の充実化など、関与先の様々な問題を
「保険」で解決すると共に、税理士事務所
の新しい収入源を確保できるのが、全国税
理士共栄会が推進している「税理士ＶＩＰ
代理店制度」です。税理士ＶⅠＰ代理店の
主な仕事は、全国税理士共栄会の事業の二
本柱である『ＶＩＰ大型総合保障制度』と
『全税共年金』の普及および契約の保全、
生命保険設計書の作成および提案、加入申
込書類の記入と手続などを行います。これ
まで多くの税理士先生が代理店に登録し、
関与先関係者のニーズを満たすと共に、事
務所の収入源の拡大に繋げています。

関与先企業や個人事業主の相続・事業承継対策に最適な制度

全国税理士共栄会の
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相続特集号
いよいよ相続税の増税時代が幕を開けた。相続税の基礎控除額の縮小、
税率区分の見直しなどが行われ、税理士業界でも新たな課税対象者を
サポートするための準備や関与先の相続対策の練り直し、相続関連の
研修会の参加など、相続支援に向けて動きが活発になってきた。
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――相続税調査では、主にどんな
点が確認されるのでしょうか。
武田：相続税の税務調査とは、
相続人の「財産調査」です。一
般的に大きな財産を形成するの
は、ご自身の可処分所得と過去
の相続によるものと考えられま
す。そのため、税務調査では過
去に働いていたことがあるか、
また、ご自身の財産の中で過去
の相続財産はどのくらいあるの
かを質問します。そして、それ
らを除いたものが、被相続人か
らの相続財産に該当する可能性
が出てくるわけですが、ここで
よく問題になるのが、妻や子ど
もの名義となっている不相応な
金額の預金です。

――いわゆる名義預金ですね。
武田：相続税の申告書が提出さ
れた後、その内容に基づき、課
税当局は必要に応じて金融機関
や証券会社などに照会状を発送
して内容を確認します。もし、
妻や子どもが無職なのに預金残
高が多すぎる場合は、名義預金
の可能性が高いといえるでしょ
う。預金口座の届出印、管理状
況などを細かく調べ、預金の原
資を探っていきます。
古原：調査の選定段階におい
て、調査対象者のお金の流れは
ある程度把握しています。その
ため、相続人にやましいことが
あれば、調査官はどこまで知っ
ているのかと不安を感じるもの
です。そうした緊張感が漂う中
でやり取りが行われますので、
動揺を一切見せずに虚偽の答弁
を続けられる人はほとんどいな
いでしょう。

――お金の流れはどこまでさかの
ぼって確認するのでしょうか。
古原：税務署にはかなり古くか
らの情報が蓄積されていて、支
払調書化されたものは漏れなく
残っています。過去に大口の土
地の譲渡などがあれば、そのお
金の行方を探っていきます。相
続人の中には、被相続人からの
贈与の話を持ち出す人もいます
が、贈与契約書もなく、過去に
贈与税を申告した形跡もないケ
ースがほとんどです。この場
合、当局側は贈与ではなく貸付
金として相続財産に加算するよ
うに指摘する傾向があります。
武田：相続税調査の難しいとこ
ろですが、何十年も昔の話にな
ると、相続人も贈与の事実や財
産の行方が分からないというケ
ースも出てきます。これは名義
預金に限らず、その原資や管理
状況から判断して被相続人の財
産と考えられる株式、いわゆる
名義株についても同じことが言
えるでしょう。

――名義株かどうかを判断するポ
イントは？
武田：名義人に株式を購入する
資金があったのか、配当金の有
無、配当金がある場合には受領
者は誰か、配当所得に係る所得
税の申告を行っているのは誰
か、株式の贈与の有無などをチ
ェックします。特に、名義株の
疑いがある場合、相続人に株主
総会における議決権行使につい
て尋ねると、実際に行使してい
るケースはまずありません。
古原：法人税の申告書のうち、
同族会社等の判定に関する明細
書（別表２）には株主と株数が
記載されていますが、これは同
族会社か否かを判定するもの
で、株主であることを証明する
ものではありません。しかし、
これまでの株主構成の変遷を確
認することができるので、これ
も併せてチェックしています。

――そのほか、相続税調査におい
て注視する点はありますか。
武田：被相続人が亡くなる直前
に抜けてしまった財産ですね。
亡くなる２～３カ月前から、被
相続人の口座から現金が何度も
引き出されているケースが多々
あります。被相続人が入院し、
外出することはほとんど不可能
にも関わらず、調査官が預金引
き出しのことを相続人に尋ねる
と「病室を出ていく姿を何度か
見ましたが、その時にお金を引
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き出したのかもしれません」な
どと言われる方もいます。調査
官がひとつずつ指摘していく
と、相続人が自分で引き出して
いたのに「私の勘違いでした」
とごまかす方もいます。
古原：被相続人が亡くなる直前
のお金の動きは細かく確認しま
すが、過去に被相続人の預金口
座から多額の出金がされてい
て、その行方が分からない場
合、現金を隠し持っていること
が考えられます。特に、地方の
場合は金融機関が特定されます
ので、現金を隠し持つケースが
多いと聞きます。中には、高額
なものを購入しない限り、使い
切れない金額でも、すべて生活
費として使ったと言い張るよう
な方もいましたね。相続人同士
の関係が悪いと、「あそこを調
査すれば現金が見つかるはず
だ」などと税務署にタレこみが
入ることもあります。
武田：海外資産に係る申告漏れ
も増えていますので、資料情報
や相続人・被相続人の居住形態
から海外資産の相続が想定され
る事案などについては、専門部
署が中心となって積極的に海外
資産の把握に努めています。

――過去の相続税調査で困ったこ
とがあれば教えてください。
古原：相続人も高齢化が進み、
調査官が訪問したくても入院し
て面会謝絶の方や、認知症の方
もいらっしゃいます。調査初日
は財産確認を行いますが、認知
症の相続人から宝石がなくなっ
たと騒がれた調査官もいるよう
です。その後、相続人の勘違い
だと分かってくれましたが、こ
うしたトラブルを防ぐために、
財産確認の時には調査官は必ず
２人で行うようにしています。
相続税調査は時間との戦いで、
調査官の数も限られています
が、相続人の高齢化がさらに進
むと、いろいろと調査に支障が
出てくる場面が増えてくるかも
しれません。

――質問応答記録書がスタートし
ましたが、相続税調査にも影響は
ありますか。
武田：質問応答記録書に証拠が
残りますので、相続人にとっては
プレッシャーと言いますか、正直
に話す方が増えていると聞きま
す。相続人の説明が虚偽ではな
いかと疑わしくても、調査官はそ
の通りに書き留めて一度持ち帰
ります。後日、その点を調べて異

なる事実が分かれば、「前回のお
話とかなり内容が違いますが、虚
偽の答弁となれば重加算税が課
せられてしまいますよ」などと説
明すると、大半は正直に話してく
れるようです。

――最後に、相続税の申告で税理
士の先生方が注意すべき点を教
えて下さい。
武田：相続財産を故意に隠そう
とする人の中には、財産の状況
を把握している顧問税理士では
なく、面識のない税理士にスポ
ットで相続税申告の仕事を依頼
するケースがあります。その
後、税務署から申告漏れを指摘
され、税理士に責任を押し付け
るようなケースも珍しくありま
せん。すでに多くの税理士先生
が実践していると思いますが、
相続人との主なやり取り、相続
人から報告を受けた財産状況な
どをすべて記録に残しておくこ
とが重要といえます。
古原：相続税申告において土地
の評価は、税理士先生にとって
不安な要素ではないでしょう
か。一般的な住宅地だと思って
も、震動や騒音といった評価の
マイナス要因は意外とあるもの
です。しかし、そうした個別の
評価減の規定は、法律にも財産
評価基本通達にも書いてありま
せん。国税当局でも定期的に職
員向けの研修を行い、様々な事
例を検証しています。税理士の
先生方も研修会に参加したり、
国税庁ホームページの質疑応答
事例などを研究されている方も
多いですが、もし判断が難しい
場合は、セカンドオピニオンを
活用するのもひとつの方法だと
思います。

インタビュー 国税OB税理士に聞く

相続税調査で確認される点とは!?相続税調査で確認される点とは!?

古原 正昭 税理士

東京国税局では40年超資産税。税
務大学校教育官（資産税担当）など
を歴任。東京国税局直税部資産税
課実査官、税務署資産税部門 上席
国税調査官〈調査〉（評価）。201４
年退官。現在、税理士。一般社団法
人租税調査研究会研究員。

武田 恒男 税理士

東京国税局調査第一部調査開発課
長、同調査第二部資料調査第一課
長、東京国税局課税第二部次長、新
宿税務署長を経て、2013年退官。
現在、税理士。一般社団法人租税調
査研究会主任研究員。

名義預金、名義株、多額の出金 etc

平成25事務年度における相続税の実地調査件数は１万1909件。このうち申告漏れなどの
非違があった件数は9809件で、重加算税の賦課件数は1061件だった。果たして、相続税
調査ではどのような点が注視されているのか――。国税OB税理士で一般社団法人租税調
査研究会主任研究員の武田恒男氏、同研究員の古原正昭氏に話を聞いた。
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  遺言書で争いを防止する
　子どもたちが親の財産をめぐって対立し、
その後、親戚付き合いができなくなるケース
がよく見られます。争いは財産が少なくても
起こり得るものです。こうした遺産分割をめ
ぐる争いを防止するためにも、遺言を作成す
ることが必要です。
　遺産は法律で定められた法定割合で相続す
るように規定されていますが、遺言があれば
この法定相続割合に従わず、例えば長男にだ
け多くの財産を譲ることもできます。また、
誰にどの財産を渡すのか、財産の特定ができ
ますので「この事業は長男に継がせたい」
「あの土地が欲しい」など、被相続人・相続
人の意思を尊重することが可能です。
　しかし、遺言には限界もあります。「長男
に全財産を相続させる」などの簡単な文言で
も遺言としては有効ですが、長男以外の相続
人にも、相続財産を一定の割合で受取る権利
があります。この割合のことを「遺留分」と
呼びます。長男以外の相続人は「遺留分」が
あるので、相続開始後にその分を取り戻す権
利を持ちます。
　なお、遺言によって遺留分の権利を侵害す
るような結果になっても、その遺言は有効
で、無効になるわけではありません。遺留分
減殺請求をする権利は遺留分を侵害されたこ
とを知った日から１年で時効となります。相
続開始を知らなかった場合でも10年で時効を
迎えます。
　なお、生前に「すでに十分なことをしても
らったので、遺産は一切要求しません。相続
を放棄します」という念書を書せても無効で
す。生前に相続放棄はできません。

  遺言書のポイントと注意点
（1）「遺贈する」ではなく「相続させる」

①「相続させる」旨の遺言の効果
　財産について「相続させる」旨の遺言が
あった場合には、その財産については遺産分
割協議などの手続きを経ることなく、その遺
言者の死亡と同時にその遺言で指定された相
続人が、財産を相続によって取得します。
②「遺贈する」旨の遺言の効果
イ、遺言執行者がいない場合
　例えば、遺言書に「不動産を遺贈する」と
あった場合、相続人全員の印鑑証明書と実印
の捺印された委任状を添付しなければ、その
不動産の所有権移転登記はできません。つま
り、遺産分割協議書作成と同じ手続きが必要
になってしまいます。
ロ、遺言執行者がいる場合　
　遺言執行者の印鑑証明書で所有権移転登記
ができます。

（2）予備的遺言を考える

　相続人の高齢化にともない、親より相続人
の子どもが先に亡くなることも考えられま
す。
　例えば、父親と子ども２人（長男・長女）
の３人家族で、父親は長男に財産を残したい
と考え、「……全財産を長男○○に相続させ
る」といった遺言書を作成。その後、長男が
父親より先に亡くなった場合、父親の財産を
すべて孫（長男の子）が受け取れるかどうか
―という争いがありましたが、最高裁は平成
23年２月22日の判決で、孫は父親（祖父）の
財産をすべて相続することはできないとしま
した。相続人である長男が先に死亡している
場合、父親の財産は法定相続人である長女が
２分の１、父親の孫（長男の子）が２分の１
相続することになります。
　もし、長男に万が一のことがあった時、長
男の子に財産を残してあげたいと考えている
場合は、「……全財産は、すべて長男○○に
相続させる。ただし、万が一、長男○○が遺
言者の相続開始時において、すでに亡くなっ
ていた場合には、長男の孫△△にすべてを相
続させる」と付け加えます。これを「予備的
遺言」と言います。
　なお、長男が亡くなった時に遺言書を書き
直すことも可能ですが、その時に被相続人で
ある父親に遺言能力のない場合は、書き直す
ことができません。

（3）借入金の負担者も記載する

　借入金などの債務は、法律上、債権者であ
る銀行などの同意がなければ特定の相続人だ
けのものとはならず、法定相続人全員の債務
とされます。一般的に債務を欲がるような人
はいませんので、実際に多くの遺言書を見て
も債務者を誰にするかが明示されているケー
スは多くありません。
　しかし、相続税対策を目的にアパートやマ
ンションの建築資金について借入をした場
合、誰が借入債務を負担するかが明示されて
ないと、法定相続人全員で負担することに
なってしまいます。この結果、アパートやマ
ンションを相続した相続人は、借入金の全額
を控除することができず、相続税が高くなり
ます。遺産分割協議ができれば、更正の請求
や修正申告は可能ですが、それでは遺言書を
作成した意味がありません。

（4）相続財産を共有にしない

　兄弟などで不動産などを共有にして相続す
ると、兄は土地を有効活用したい、弟は売却
したいなど、兄弟の意見が分かれた時に何も
できなくなります。子供や妻に残したい財産

がある場合は、例えば自宅は老後の生活を考
えて妻に、次男の家が建っている土地は次男
に、といった具合に所有者を特定することが
大事です。できるだけ共有ではなく分割する
ことで、各相続人がそれぞれの判断で相続財
産を自由に処分・利用できるようにしておき
ます。

（5）納税方法や二次相続を考えた分割方法を
検討する

　相続税の納税まで考えず、相続財産を安易
に分割させてしまうと、相続した財産によっ
ては相続税を納税できないケースがありま
す。また、母親の二次相続まで考えた分割方
法を考えないと、二次相続の時に相続税が跳
ね上がることも考えられます。遺言書を作成
する前に、事前の周到な相続対策が欠かせま
せん。

（6）付言事項には法的効力はないが記載すると
良い

　付言事項を活用すると、遺言書を読んだ相
続人たちを慌てさせず、相続人同士の対立を
予防する効果があります。そのため「付言事
項は法的な効力はないが記載するとよい」と
言えるでしょう。付言事項として、次のよう
な文面が考えられます。

　一、長男は、家の跡を継ぎ事業の発展に貢
献してくれました。また、私の食事や介護な
どの面倒を見てくれましたので、長男に財産
を多く遺しました。次男、長女はそのことを
理解して相続分では不足があると思います
が、そのことを考えて相続分以上の財産を要
求しないように話をしましたが、忘れずに実
行することを望みます。

　一、長年にわたり、私の食事、介護に尽く
してくれた妻と長女に感謝しています。ま
た、愛情をこめて育てた長男、次男もそれぞ
れ家庭を築き幸せに過ごしていることを嬉し
く思います。財産の多くは長女に渡すことに
なりましたが、遺産で長女と争うことのない
ようよろしくお願いします。素晴らしい妻、
長女、長男、次男、孫たちに心から感謝し、
幸せな人生をありがとう。

　遺産分割は、個々のケースによって効果的
な方法が異なります。だからこそ、遺言書を
作る場合には専門家のアドバイスが欠かせま
せん。すでに遺言書を作成していても、遺言
書は何度でも書き直すことができますので、
お客様の家族や財産に変化があった場合など
は、遺言書の見直しをアドバイスしたいとこ
ろです。

深代  勝美 公認会計士・税理士

相続トラブルを回避する！

被相続人の財産をめぐる『相続トラブル』を回避する方法として遺言書の
作成を思い浮かべる人は多いだろう。しかし、遺言書を安易に作成すれば
想定外の問題が生じることもある。遺言書のポイントと注意点について、
深代勝美 公認会計士・税理士に解説してもらった。

遺言書のポイントと注意点遺言書のポイントと注意点



消費税の落とし穴はココだ！！ココだ！！

A物件
年間賃貸料
600万円

相続人
（兄）

相続人
（弟）

B物件
年間賃貸料
800万円

弟がすべて承継した場合
600万円＋800万円＝1,400万円＞1,000万円
＊弟は課税事業者となります。 
分割承継の場合
800万円≦1,000万円
＊弟は免税事業者となります。 

兄弟が賃貸物件を共有で相続
課税事業者か否かの判定は？

　私の父は、不動産賃貸
業を営む消費税の課税事
業者ですが、平成26年

中に病気のため他界しまし
た。本件相続に係る相続人
は、私（兄）と弟の二人であ
り、いずれも給与所得者で
す。兄弟が賃貸物件を共有で
相続した場合の納税義務はど
うなりますか。

　相続による事業承継が
あった場合には、相続人
の基準期間における課税

売上高だけではなく、被相続人
の基準期間中の課税売上高も考
慮した上で相続人の納税義務を
判定することとされています
（消法10）。なお、相続による
事業承継があったことにより、
相続人が課税事業者となった場
合には、「課税事業者届出書」
とともに「相続・合併・分割等
があったことにより課税事業者
となる場合の付表」を提出する
ことが義務付けられています
（消法57①一）。
　また、分割承継があった場合

には、相続人の納税義務判定に
用いる被相続人の基準期間にお
ける課税売上高は、それぞれの
相続人が承継した事業場に係る
部分の金額だけ考慮すればよい
こととされています（消令
21）。
　では、被相続人がＡＢ二棟の
商業用賃貸物件を所有してお
り、Ａ物件の年間賃貸料収入が
600万円、Ｂ物件の年間賃貸料
収入が800万円程度で推移して
いる場合について考えてみま
しょう。
　弟が、ＡとＢのどちらの物件
も承継した場合には、被相続人
の基準期間における課税売上高
は1,000万円を超える（600万円
＋800万円＝1,400万円）ことと
なるため、弟は相続のあった日
の翌日から課税事業者となりま
す。これに対し、Ａ物件を兄、
Ｂ物件を弟が分割して承継した
場合には、弟の納税義務判定に
用いる被相続人の基準期間にお
ける課税売上高は1,000万円以下
（800万円）となり、弟の納税
義務は免除されることになりま
す。兄についても被相続人の基
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準期間における課税売上高は
1,000万円以下（600万円）とな
り、納税義務はありません。
　次に、分割承継に関する取扱
いをベースに、共有相続に関す
る納税義務の判定についてみて
いきましょう。年間の賃貸料が
1,600万円程度で推移している商
業用賃貸物件を、兄と弟が持分2
分の1で共有で相続した場
合について考えてみま
す。この場合には、被相
続人の基準期間中の課税
売上高は1,000万円を超え
るものの、各相続人の持
分割合で按分すると、課
税売上高は1,000万円以下
（1,600万円×1／2＝800
万円）となりますので、
兄弟の納税義務は免除さ
れることになります。
　共有相続については、

分割承継のように相続人が事業
場ごとに分割して事業を承継す
るものではありませんので、消
費税法施行令21条の規定は適用
されないと考えることもできま
す。しかし、共有で賃貸物件を
相続するということは、その実
態は分割承継と何ら異なるもの
ではありません。こういった理
由から、共有により賃貸物件を
相続したような場合には、その
持分割合に応じて被相続人の課
税売上高を算定し、相続人の納
税義務判定をすることが認めら
れているようです。

スクランブルスクランブル税務税務 ～審判所の視点～～審判所の視点～

　平成21年に被相続人Ａが死
亡し、配偶者Ｂ、子のＣ、その
妻でＡの養子であるＤの３人
が共同相続人として相続税の
申告書を期限内に共同で提出
した。
　その後、原処分庁が調査を
実施。申告書作成を担当した
Ｘ税理士は、平成24年２月10
日の調査において、Ｃ・Ｄの夫
婦、その子であるＥ、Ｆ、Ｇ
（以下、この３名を併せて「孫
ら」という）が名義人となって
いる預貯金等について、平成
10年末から相続開始日までの
金額の移動状況などを記載し
た資料を調査担当職員に提出
した。なお、平成18年には
Ｃ・Ｄの夫婦、孫らがＰ社の株
式をそれぞれＡから贈与を受
け、いずれも期限内に贈与税
の申告をしている。
　原処分庁は「管理・運用状
況、原資となった金員の出損
者および贈与の事実等を総合

的に勘案すると、共同相続人およ
びその親族名義の預貯金等は、Ａ
の相続財産に該当する」と判断。
相続税の各更正処分および重加
算税の各賦課決定処分を行っ
た。共同相続人らは、「本件預貯
金等は、各名義人固有の財産で
あり、相続財産には該当しない」
として、その全部の取消しを求め
て争いが発生した。

具体的な出損の状況など
主張立証がない点を指摘

　審判所はまず、「預貯金等は、
現金化や別の名義の預貯金等へ
の預け替えが容易にでき、また、
家族名義を使用することはよく
見られることであるから、その名
義と実際の帰属とがそごする場
合も少なくない。そうすると、預
貯金等については単に名義のみ
ならず、その管理・運用状況や、
その原資となった金員の出損者、
贈与の事実の有無等を総合的に

勘案してその帰属を判断するの
が相当」という考え方を示した。
　そして、原処分庁の主張に対
し「預貯金等の管理状況につい
ては、単にＢが平成17年まで管
理していたと主張するのみで、使
用印鑑の状況や保管場所などの
管理状況について何ら具体的に
主張立証を行わず、また、その出
損者については、相続開始日前３
年間の被相続人の収入が多額で
あることなどを挙げるのみで、具
体的な出損の状況について何ら
主張立証をしていない」と指摘。
　さらに、「審判所の調査結果で
も、被相続人、請求人らおよびそ
の家族の名義で取引先の金融機
関に提出された印鑑届等の筆
跡・印影から、本件預貯金等は各
名義人が管理・運用していたと
推認されるものの、その出損者は
誰であるか認定することはでき
ず、また、被相続人から請求人ら
に対する贈与の事実の有無につ
いては、贈与がなかったと認める

には至らなかった。したがっ
て、本件預貯金等の管理・運用
の状況、原資となった金員の出
損者および贈与の事実の有無
等を総合的に勘案しても、本
件預貯金等が被相続人に帰属
する、すなわち相続財産に該
当すると認めることはできな
い」と判断した。
　なお、原処分庁はＥの名義
預金について、設定時の印鑑
が被相続人Ａのもので、当時Ｅ
は４歳だったことから、出損者
はＡであると主張したが、審判
所は「請求人らは、出損者は母
親のＤと主張しており、審判所
の調査でも出損者がＡとは認
めることができず、届出印も平
成13年にＥが使用している印
鑑に改印され、以後の管理は
Ｃ・Ｄ夫婦が行っていると認め
られる。これらを総合的に判断
すれば、Ｅ名義預金についても
Ａの相続財産に該当するとは
認められない」としている。

被相続人の家族名義の預貯金
管理・運用状況などを総合的に勘案した結果…

昭和59年学校法人大原学園に税理士科物品税法の講師として入社し、在
職中に酒税法、消費税法の講座を創設。平成４年同校を退職し、会計事務
所勤務。平成６年税理士登録。平成９年独立開業。東京税理士会会員相
談室委員、東京税理士会調査研究部委員、日本税務会計学会委員、大原
大学院大学准教授ほか。消費税関連の書籍も多数執筆。

○○□□銀
行

○×○×銀
行

△△△△銀行

△×△×銀行
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――相続税法の改正にともない相続対策の支
援ニーズが高まっています。
　大きく分けて相続対策には３つのポイント
があります。まずは遺産分割をめぐる争いを
回避すること、次に相続税の納税資金を準備
すること、最後に相続税の節税です。遺産分
割をめぐる争いは長期間続くことが多いた
め、私はあえて”争続”と表現します。これは
富裕層だけの問題ではありません。遺産の多
い少ないに関係なく、相続人が複数いれば、
どんな家庭でも争いが起きる可能性がありま
す。相続人同士が揉めてしまえば遺
産分割協議が進まず、相続税の申告
にも影響が生じてきますので、私の
事務所では相続人同士を揉めさせな
いことを最優先課題としています。

――北田先生は生命保険を活用した
相続対策に精通していますが、生命
保険を活用して“争続”を回避する
方法を教えてください。
　一般的に “争続 ”が起きやすいの
は、現金が少なく、不動産や自社株
が相続財産の大半を占めているよう
なケースです。例えば、相続人が妻
と長男、次男の３人で、妻が自宅、
長男が自社株を相続すれば、次男は
兄弟間での平等な財産分けを求めて
くるでしょう。そこで死亡保険金の
資金で次男にも財産を遺せるよう準
備しておくことで、長男との相続財
産のバランスを取り、相続争いを未
然に防ぐことができます。ただし、
遺留分の問題がありますので、生前
に遺言を用意しておく、次男ではな
く長男が生命保険金を受け取り、次
男に対して遺留分に見合う現金を渡
す「代償分割」も検討すべきでしょ
う。

――次男に対する代償交付金を生命
保険で用意しておくわけですね。
　別のパターンとして、会社を契約
者・保険料の負担者とし、被保険者を本人、
受取人を会社とする生命保険に加入すること
も考えられます。相続発生後、長男は会社に
支払われる保険金を原資に相続した自社株の
一部を買い上げてもらい、次男への代償分割
のための資金を捻出する方法です。いずれに
しても、生命保険を活用すれば自宅や自社株
のような「分けづらい財産」を「分けられる
ようにする」ことができるわけです。

――確かに、現金があれば相続人同士の争い
も回避できそうに思えます。
　絶対に揉めないとは言えませんが、現金が
ないよりは、確実にあったほうが対策の選択
肢は広がります。相続人全員の不満を上手く
コントロールする――、それができるのが生
命保険ではないでしょうか。もちろん、相続
人が一人でも、先ほどのように自宅や自社株
が相続財産の大半を占めていれば、今度は相
続税の納税資金が不足する問題が出てきま
す。自宅を売却して納税資金に充てることも

できますが、先祖代々から受け継いで
きた土地などは、売却したくない想い
もあるでしょう。そこで、死亡保険金
で相続税を納税できるように生命保険
に加入しておけば、自宅や自社株を手
放さずに済むわけです。ただし、妻に
ついては配偶者の税額軽減の特例があ
りますので、子どもがいる場合は、死
亡保険金の受取人を子どもにしておき
たいところです。

――節税対策と納税資金対策が一緒に
できる活用法もあるとお聞きしました
が？
　親でなく子が保険をかけるやり方で
す。毎年暦年贈与で子どもに資金を贈
与し、これを原資に子どもが親を被保
険者、自分が受取人の保険に加入しま
す。将来子どもが受け取る死亡保険金
には、一時所得として所得税がかかり
ます。一時所得は、保険金から保険料
累計額と特別控除（50万円）を差し引
いた金額の２分の１に課税されるた
め、所得税率が低く済みます。計算
上、相続税の負担税率が27.5％以上と
なる家庭では一時所得のほうが有利で
す。視点を変えれば、贈与で相続財産
を減らす効果を得られる上、相続人自
身で納税資金も準備できる一石二鳥の
対策というわけです。

――暦年贈与したお金を次の相続対策
へと繋げていくわけですね。
　相続対策として暦年贈与を提案する税理士
も増えてきましたが、贈与して終わりではな
く、その後のこともフォローすることが重要
だと考えます。毎年110万円近くのお金を贈
与したものの、子どもが無駄遣いしてしまっ
たら、それは本当に幸せな贈与といえるで
しょうか。子どもへの想いが詰まった贈与だ
からこそ、暦年贈与を提案する場合には、有

益な使い道もセットにしてアドバイスするの
がベストだと思います。

――そのほか、生命保険を活用した相続対策
のメリットや注意点などはありますか。
　これまで述べてきた３つのポイントのほか
にも、生命保険には①法定相続人１人当たり
500万円までの保険金は非課税、②相続発生
後すぐに現金化できる、③民法上の相続財産
ではなく遺産分割の対象外、④相続放棄して
も生命保険金を受け取れる――といった特長
があります。一方、注意点ですが、生命保険
の活用に限らず、相続対策で重要なのは「健
康」です。事業承継対策にも同じことが言え
るでしょう。重い病気になってしまえば、対
策の選択肢は一気に狭まります。高齢や病気
になっても加入できる保険や対策もあります
が、やはり健康で体力のあるうちに最善の対
策を打っておくべきだと思います。まずは自
分の財産の棚卸しをして、おおざっぱな相続
財産評価や相続税額を知っておくべきでしょ
う。

――お話を聞かせていただき、生命保険は相
続問題を解決する有効な手段のひとつである
ことが分かりました。
　生命保険を使った相続対策というと、テク
ニカルな節税策といったイメージを持たれる
方もいますが、大切な家族を“争続”から守る
ことができる非常に有効なツールであること
は間違いありません。先ほども述べました
が、現金があるからといって揉め事が起きな
いとは限りませんが、被相続人の想いが伝わ
れば、争いは最小限に食い止めることができ
るものです。生命保険は受取人を指定できま
すが、これは言い換えれば、お金に名前を付
けることではないでしょうか。遺言と同じよ
うに、生命保険金を受け取った方には、被相
続人の想いがきっと伝わるはずです。

ＳＤＧ相続ドック・グループ
理事長　北田　朝雪 税理士

ＳＤＧ相続ドック・グループ
相続・事業承継ノウハウ等の習得、スキル
アップのため、月例研修や事例検討を続けて
いる。顧問先向け月刊誌の無料発行、３分で
相続診断できるソフト開発や会員の共同執筆
による相続対策本の発刊などで相続対策支援
を行っている。
ＳＤＧ相続ドック・グループのホームページ
（http://www.sdg-group.gr.jp）

～分けづらい財産を分けられるようにする～

相続問題を解決するために生命保険を積極的に活用する税理士は少なくな
い。会員同士が知恵を出し合い関与先の相続対策を支援している「ＳＤＧ相
続ドック・グループ」の理事長を務める北田朝雪税理士もその一人だ。生命
保険を活用することで、どのような相続対策が打てるのか――。
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はじめに

　平成27年からの相続税の基礎控除額が４割引き下げられ、税率も引き
上げられました。平成25（2013）年の65歳以上の人口は3,190万人で、
総人口１億2,730万人の25％であり、この65歳以上の人口は47年後の
2060年の予測数値でも3,464万人となっています。相続税が、身近な税金
となりつつあるようにも感じるところです。
　このような状況下で、相続対策を考えている人は多いと思います。その
際に、一次相続の税額が最小限であればいいという姿勢ではなく、二次相
続、三次相続までを見据えてトータルの税額を俯瞰し、孫子の代に相続税
で苦しめることがないように考えなくてはいけません。
　具体的には、遺産分割の工夫と贈与のタイミングになると思います。そ
れに加えて、相続税及び贈与税の特例の活用ということになりましょう。
以下、象徴的な事例等を紹介します。

Ⅰ．非課税の相続税事案のワナ

　一次相続が発生し、平成26年以前の基礎控除8,000万円以下のケース１
（表１）を見てください。これはどう遺産分割しても、相続税はかかりま
せん。相続税の申告の義務すらなく、税理士の関与しない場合が多いと思
われます。残された配偶者の生活を考え、配偶者が8,000万円をすべて取
得することが一般的かもしれません。
　この配偶者が、固有財産をもともと4,200万円持っていたとした場合
に、一次相続後、間もなく二次相続が発生すると、税負担はどうなるかを
検討します。二次相続では、平成27年以後とすると、1,200万円の相続税
がかかることになります。これは避けられない事象でしょうか。
　一次相続の遺産分割をするときに、二次相続のことも考え合わせれば、
避けられます。配偶者の固有財産が4,200万円あるため、二次相続の相続
税の基礎控除の金額となりますので、一次相続では、配偶者は財産を全く
取得しなければ、二次相続の相続税は回避できることになります。

Ⅲ．贈与税の特例と活用例
　
　相続税の対策には、生前贈与の活用がまず挙げられると思います。相続
税の試算を行い、その家族に合わせた110万円の暦年贈与をフル活用する
とともに、各種特例を適用していくことが重要になると思います。

１　贈与税の配偶者控除
〈要件〉（相法21の６、相令４の６）
①婚姻期間20年以上の配偶者からの贈与
②居住用不動産又は居住用不動産を取得するための金銭の贈与　
③2,000万円の控除ができる
　＊贈与者の相続開始前３年以内の贈与であっても、この制度の適用を受
　　けた2,000万円までの部分は相続税の課税価格に加算しなくてよい。

２　直系尊属からの住宅取得等資金の贈与税の非課税
〈主な要件〉（措法70の２）
①直系尊属からの住宅用家屋の新築、取得又は増改築に充てるための資金
　の贈与
②受贈者が贈与の年の１月１日において20歳以上であり、その年分の合
　計所得金額が2,000万円以下であること
③非課税限度額は以下のとおり（平成26年贈与の場合）
ⅰ省エネ住宅・耐震性を備えた良質な住宅の場合…1,000万円
ⅱ上記以外…500万円

④対象となる住宅の要件
ⅰ½以上を居住用に使うこと　　ⅱ国内にあること
ⅲ床面積が50㎡以上240㎡以下
ⅳ中古の場合には耐震性がある家屋又は木造で築20年以内、耐火建築
　物で築25年以内
ⅴ増改築の場合には工事費用が100万円以上であり、工事証明書等が必
　要となる

⑤取得期限等
　贈与年の翌年３/15までに取得をし、原則居住すること
　＊贈与者の相続開始前３年以内の贈与であっても、この制度の適用を受
　　けた部分は相続税の課税価格に加算しなくてよい。

３　教育資金の一括贈与に係る贈与税の非課税措置の創設
　平成25年に新設された「教育資金の一括贈与に係る贈与税の非課税措
置」の概要は次の通りです（措法70の２の２）。
（1）概要
　受贈者（30歳未満の者に限る）の教育資金に充てるためにその直系尊
属が金銭等を拠出し、金融機関（信託会社（信託銀行を含む）、銀行及び
金融商品取引業者（第一種金融商品取引業を行う者に限る）をいう）に信
託等をした場合には、信託受益権の価額又は拠出された金銭等の額のうち
受贈者 1人につき 1,500 万円（学校等以外の者に支払われる金銭（下記注
②）については、500万円を限度とする）までの金額に相当する部分の価
額については、平成25年４月１日から平成27年12月31日までの間に拠出
されるものに限り、贈与税が課されません。
（注）教育資金とは、文部科学大臣が定める次の金銭をいいますが、国税
庁、文科省のＨＰにＱ＆Ａが掲載されています。
①学校等に支払われる入学金その他の金銭
②学校等以外の者に支払われる金銭のうち一定のもの（文科省のＨＰでの
　例は次のとおり）
・学習（学習塾・家庭教師、そろばんなど）
・スポーツ（水泳、野球など）
・文化芸術活動（ピアノ、絵画、バレエなど）
・教養の向上活動（習字、茶道など）
（2）申告等
　受贈者は、本特例の適用を受けようとする旨等を記載した教育資金非課
税申告書を金融機関経由で、受贈者の納税地の所轄税務署長に提出するこ
とになります。
　受贈者は、払い出した金銭を教育資金の支払いに充当したことを証する
書類を金融機関に提出しなければならず、金融機関は、提出された書類に
より払い出された金銭が教育資金に充当されたことを確認し、その確認し
た金額を記録します。
（3）終了時の処理
　教育資金管理契約は、次のうちいずれか早い日に終了されます。①受贈
者が30歳に達した場合、②受贈者が死亡した場合、③資金がゼロになる
など金融機関との契約が終了した場合。

松岡  章夫 税理士

二次相続・三次相続までを見据えた相続対策を考える

　本特例の適用を受けて信託等がされた金銭等の合計金額（以下「非課税
拠出額」という）から契約期間中に教育資金として払い出した金額の合計
金額（学校等以外の者に支払われた金銭のうち 500 万円を超える部分を
除く。以下「教育資金支出額」という）を控除した残額については、①か
③の日に贈与があったものとして贈与税が課税されます。
　受贈者が死亡した場合（上記②）には、非課税拠出額から教育資金支出
額を控除した残額があっても、贈与税は課されません。
　贈与者が死亡しても、贈与税の課税関係に影響はありません。
（４）相続税法の教育費の非課税贈与
　なお、この制度の創設前から、扶養義務者間における教育費の贈与のう
ち通常必要と認められるものは非課税となります（相法21の３①二）
が、これに改正はありません。
　「扶養義務者相互間において生活費又は教育費に充てるためにした贈与
により取得した財産のうち通常必要と認められるもの」は贈与税の課税価
格に算入しない、という規定です。
　父母がいる場合にも、祖父母から孫に贈与しても非課税となると考えま
すが、必要資金を超えて贈与したものは課税対象となります（生活費又は
教育費の贈与を受けた場合の国税庁のＱ＆Ａが平成25年12月に出されて
いますので、参考にしてください）。
（５）活用法
　したがって、祖父母がお元気なうちには、この本法の非課税贈与を活用
して、必要な都度の贈与を行い、祖父母に意思能力がなくなったり、祖父
母が死亡してから、措置法の教育資金を使っていくという利用方法が効果
的になります。仮に、1,500万円が全く手つかずで受贈者が30歳を迎えて
も以下のように、相続税に比べれば有利になることがあります。
〈仮に1,500万円が全く手付かずに残った場合の贈与税〉
　贈与者が死亡していた場合にも、受贈者の直系尊属からの贈与とみなし
て、受贈者が20歳以上であれば、贈与税の税率の特例が適用できます
（措令40の４の３⑲四）。
　15,000千円－1,100千円＝13,900千円
　13,900千円×40％－1,900千円＝3,660千円
　＊15,000千円×55％＝8,250千円の相続税がかかる人にとっては、こ
　　れでも節税になります。

Ⅳ．小規模宅地等の特例の有効活用

　被相続人に配偶者と同居の子がいる場合には、一次相続では配偶者と子
が特定居住用宅地等の要件を満たし、二次相続においても子が要件を満た
すと考えられます。この場合、一次相続で、子が取得をした宅地等で適用
を受けておくことが有利な分割となりますが、二次相続では特定居住用の
小規模宅地等の特例を受ける宅地等がなくなります。ただし、配偶者と同
居する子がいるわけで、この宅地等で二次相続においても小規模宅地等の
特例を適用できる工夫ができないかを考える必要があります。
　例えば、一次相続において、居住用の宅地等の他に土地があり貸付け等
の用に供している場合には、一次相続では居住用の宅地等は子が取得し
て、貸付けの宅地等は配偶者が取得をします。一次相続では、子が取得を
した宅地等で特定居住用の特例を適用し、その後、所得税法の交換の特例
等を適用して、配偶者が自宅の宅地等を取得することにより、二次相続で
も特定居住用の特例を同居の子が適用することを検討します。
　交換を行うと、登録免許税や不動産取得税が相続の場合に比べて大きな
負担となりますが、そのコストをかけても税効果が得られれば、実行に値
するものと思います。

　ケース２（表２）を見ていただくと、一次相続では配偶者は、一切財産
を取得しないとしますと、一次相続も二次相続も税金が課税されないこと
になります。残された配偶者の生活を考えると、配偶者が全く財産を取得
しないことは選択しえないかもしれませんが、税金の計算上はこのように
なります。配偶者の老後の世話は、長男、長女が取得した8,000万円の遺
産を元手にやっていただくことで、理解してもらえればいいと考えられま
す。

Ⅱ．孫への相続時精算課税制度の利用

　平成27年１月１日以後の贈与から、20歳以上の孫への相続時精算課税
制度の選択ができることになり、この利用を検討されている方も多いと思
います。
　その際には、次のことを念頭に置かないといけません。相続時精算課税
制度は、相続時に精算が必要となり、相続税の最高税率が適用されるよう
なケースでは、孫への精算課税の適用は慎重に行う必要があります。なぜ
なら、本制度の税率は20％であり、相続税の最高税率は平成27年から
55％であるため、最大35％の相続税を精算しなければなりません。ま
た、孫であれば、１親等の血族ではないため、相続税の２割加算の対象者
となりますので、55％×1.2＝66％と20％の差額の46％の追加納税をす
る必要が考えられるからです。
　対策としては、20歳以上の孫には、平成27年からは、暦年贈与の税率
が緩和されますので、それを利用して、中長期にわたる贈与を実行してい
くことが効果的であるものと思われます。（表３）に具体的な計算例をま
とめてみました。

（表３）　具体的な計算例
＜前提＞　一次相続：課税価格６億円、法定相続分で分割
相続人：配偶者、長男　　長男には子供が２人（20歳以上）いる。

（表１）

（表２）

遺産分割検討表

遺産分割検討表

ケース１
１次相続（平成26年以前）

ケース１　相続税対策前に相続が発生した場合
第２次相続（平成27年以後）

ケース２　孫２人へ5，000万円づつ非上場株式を相続時精算課税で贈与した場合
第２次相続（平成27年以後）

ケース３　孫２人へ1，000万円づつ非上場株式を５年間暦年課税で贈与した場合
第２次相続（平成27年以後）

第１次相続（平成26年以前）

ケース２
１次相続（平成26年以前）

２次相続（平成27年以後）

２次相続（平成27年以後）

差引財産総額
相続財産合計 配偶者 長男 備　考

差引課税対象額（純資産価額）
算出相続税額

その他の財産

第２次相続財産合計
納付税額＊2

〈ケース１〉における納付税額合計（①＋②）

税額控除 配偶者の税額軽減
実効税率（B/A）＝0％

限界税率20％

納付税額

Ａ
Ｂ

①

②

80,000,000
80,000,000

80,000,000
42,000,000
122,000,000
12,000,000

12,000,000

80,000,000
80,000,000

40,000,000
21,000,000
61,000,000
6,000,000

6,000,000 6,000,000

40,000,000
21,000,000
61,000,000
6,000,000

0

0
0 0 0 0

長女

長男 長女

0

差引財産総額
相続財産合計 配偶者 長男

差引課税対象額（純資産価額）
算出相続税額
税額控除 配偶者の税額軽減
納付税額 ①

600,000,000
600,000,000
178,000,000
△ 89,000,000
89,000,000

300,000,000
300,000,000
89,000,000

△ 89,000,000
0

300,000,000
300,000,000
89,000,000

89,000,000

差引財産総額
相続財産合計 配偶者 長男 備　考

差引課税対象額（純資産価額）
算出相続税額
税額控除 配偶者の税額軽減

実効税率（B/A）＝0％

納付税額

Ａ
Ｂ

①

80,000,000
80,000,000 0

0
0 0 0 0

40,000,000
40,000,000

40,000,000
40,000,000

長女

相続財産
固有財産

その他の財産

第２次相続財産合計
納付税額

〈ケース１〉における納付税額合計（①＋②）

〈ケース2〉における納付税額合計（①＋③）

②

300,000,000
100,000,000
400,000,000
140,000,000

229,000,000

300,000,000
100,000,000
400,000,000
140,000,000

229,000,000

長男
相続財産
固有財産

その他の財産

第２次相続財産合計
納付税額＊2

〈ケース2〉における納付税額合計（①＋②）

限界税率0％②

42,000,000
42,000,000

0

21,000,000
21,000,000

0

0 0

21,000,000
21,000,000

0

長男 長女
相続財産
固有財産

その他の財産

第２次相続財産合計
納付税額＊2 ③

300,000,000
100,000,000
400,000,000
147,000,000

236,000,000 194,000,000 42,000,000

200,000,000
100,000,000
300,000,000
105,000,000

100,000,000

100,000,000
42,000,000

長男 孫２人合計
相続財産
固有財産

その他の財産

第２次相続財産合計
納付税額
孫への5，000万円の暦年課税の贈与税（27年以後） 
〈ケース３〉における納付税額合計（①＋④＋⑤） 

④
⑤

100,000,000
100,000,000
200,000,000
91,800,000
17,700,000
198,500,000

200,000,000
100,000,000
300,000,000
91,800,000

180,800,000

0

17,700,000
17,700,000

長男 孫２人合計
相続財産
固有財産

※２割加算の分だけケース１より税金が増加

ケース２に比べ、3，750万円節税
↓

←

←

遺産分割の工夫、贈与のタイミング、特例の適用
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――信託・一般社団法人を活用した相
続・事業承継対策が注目されています
が、その背景からお聞きします。
　信託というと、信託銀行や信託会社
が受託者となる、いわゆる「商事信
託」のイメージが強いかもしれません
が、平成19年に84年ぶりとなる信託
法の大改正が行われ、家族や同族会
社が受託者となる、いわゆる「民事信
託」が積極的に活用できるようになり
ました。また、一般社団法人について
も、平成20年12月に「新公益法人制
度改革」が行われ、「設立」と「公益
性の認定」を分けて、設立は登記だけ
でできるようになりました。これらの
大改正により、どちらも相続・事業承
継対策のツールとして注目されるよう
になったわけです。

――改正直後は実務の現場にあまり浸
透しなかったように思います。
　理由として考えられるのは、信託は
財産管理の手法であり、必ずしも節税
に繋がるわけではありません。そのた
め、特に税に詳しい人ほど、相続対策
や事業承継対策において節税効果が
ないと対策を講じる意味がないと思
いがちで、入口の段階で対策のツール
から除いてしまっていることがあった
ように思います。一般社団法人につい
ても、当初は新制度への移行手続き
などが注目され、また、それまで公益
法人と関わりがなかった場合には、自
分には関係ない制度改正と考えてし
まうケースが多かったようです。

――その後、信託・一般社団法人を活
用するメリットが浸透し始めてきたわ
けですね。
　特に、金融機関の方々が信託・一般
社団法人を活用した相続・事業承継
対策を熱心に勉強されていて、社内
研修の講師の依頼もよくいただきま
す。最近は、金融機関の方々が経営者
や資産家のお客様に新しい相続・事
業承継対策を提案し、その話をお客
様が顧問の先生に相談するものの、先
生方が対応に困ってしまう――、そん
なケースが増えてきたように感じま
す。中には無理のある提案をされてい
るところもあるようです。また、実
際、私どもの事務所にも全国の先生方
から相談が寄せられ、顧問の先生から
お客様をご紹介いただいて、その先
生と一緒に相続・事業承継対策を行う
こともあります。税理士会の研修でお
話をさせていただく機会もあります
が、地方の会場でも満席になり、先生
方の関心の高さがうかがえます。近
年、納税者の方々もインターネットな
どで情報収集されていますので、信

託・一般社団法人を活用した相続・事
業承継対策の理解がさらに浸透すれ
ば、関与先から相談されるケースも増
えてくると思います。

――信託・一般社団法人を活用すると
どんな対策が打てるのでしょうか。
　例えば民事信託を活用することで、
成年後見制度よりも柔軟な財産管理
ができるほか、遺言よりも確実な財産
承継・円滑な事業承継ができ、先代経
営者の相続にともなう“お家騒動”の回
避にも効果を発揮します。また、一般
社団法人を活用すれば、相続財産額
を固定することができるほか、安定株
主対策や信託の受託者として活用す
ることができます。これらは一例に過
ぎず、100人いれば100通りのしくみ
が考えられます。ただし、信託や一般
社団法人は、決して万能薬という制度
ではありませんので、その点は注意が
必要です。

――注意すべき点として、どのような
ケースが考えられますか。
　例えば一般社団法人を設立して、そ
こに株式会社の株式を1,000万円で譲
渡したとします。10年後、株式の評
価額が5,000万円になった場合、一般
社団法人は5,000万円の価値の株式を
持つことになりますが、一般社団法人
は「持分のない」法人です。そのた
め、この含み益が個人の相続財産に影
響することはありません。ただ、こう
したケースのように、これから株価が
値上がりするような場合は効果的です
が、最初から含み益がたくさんある株
式を譲渡するとなれば、譲渡所得税や
住民税の負担を考慮しなければなり
ません。また、一般社団法人の場合、
株式会社と比べて「誰が支配している
か」が分かりにくいところがありま
す。そのため、例えば先代経営者と3
人の子供が社員となって、同族会社の
株式を所有する一般社団法人を設立
した場合、親が亡くなったとたん後継

者以外の2人が結託して、後継者を追
い出してしまうことも考えられます。
まずはお客様から話を十分に聞き、そ
れから活用すべきかどうかを判断する
ことが重要といえます。

――個々の事案ごとに慎重に見極める
必要があるわけですね。
　一般社団法人については、一部の方
には誤解があるようにも感じます。
「一般社団法人を活用すれば必ず相続
税の節税につながる」「一般社団法人
は何をやってもいい」と思われる方も
いらっしゃるようですが、そんなこと
はありません。場合によっては、何も
しなかったときよりも多くの税金が発
生することもあります。とはいえ、今
までの制度では対策が難しいと思って
いたような場面でも、信託や一般社団
法人を活用すればシンプルに解決でき
るケースも多々ありますので、相続や
事業承継に関する対策を考える上で、

今後、これらの制度に関する知識が必
要不可欠になると感じています。

――宮田先生の著書「図解　相続対策
で信託・一般社団法人を使いこなす」
の売れ行きが大変好調ですね。
　発売後すぐに増刷が決まり、私自身
とても驚きました。皆さんが「ちょっと
気になるけど、難しそうだ」と思われ
がちな信託・一般社団法人について、
概要と活用例をできるだけシンプルに
お伝えしたいと思い、図表やイラスト
を多用して執筆しました。特に、相談
の多い15の事例についてはイメージが
つきやすいように人物設定をして、会
話形式によって紹介しています。この
本を通して信託や一般社団法人の制度
をより身近に感じていただき、よりよ
い相続・事業承継対策につながったら
大変嬉しく思います。
　次のページ（９面）で２つの事例を
ご紹介させて頂きます。

こ
れ
か
ら
の
相
続・事
業
承
継
対
策
に
欠
か
せ
な
い

信
託
・一
般
社
団
法
人
を
フ
ル
活
用
！

確実な財産承継、
円滑な事業承継を実現

図解　
相続対策で信託・一般社団法人を使いこなす
　　　　　　　   　　　　　           宮田房枝　著／㈱中央経済社
第１章では、信託・一般社団法人の概要を分かりやすく解説。第２章では、図
表やイラストを多用し、会話形式によって相談の多い15の事例を紹介。専門
家はもちろん、専門家以外にも読みやすい内容となっている。

日本税協連のオンライン書籍販売　　
「ｅ－ｈｏｎ」でもご購入できます！（12ページ参照）

全品10％割引

税理士法人タクトコンサルティング

宮田  房枝 税理士

近年の大改正により「信託」と「一般社団法人」を活用した
相続・事業承継対策が注目を集めている。今までの制度では
対策が難しいと思っていた場面でも、これらの制度を利用
すればシンプルに解決できるケースがあるという。果たして
どんな対策を打つことができるのか、このテーマの研修講師
や書籍の執筆でも活躍する宮田房枝税理士に話を聞いた。



図表1　信託とは

委託者 受託者 受益者

甲 長男 孫

給付

移転 信託財産 受益権

信託行為
（信託契約・
遺言・信託宣言）

信託行為に従い、信託
財産を管理・処分等する

所有権は受託者に移転。ただし、受託者の
固有財産とは区別される

税務上は、受益者を信託財
産の所有者とみなして計算

信託行為に基づき、信託
財産に係る給付を受ける

委託者
受託者
受益者
信託財産
信託終了事由・残余
財産の帰属権利者

甲
甲の甥
甲、甲の死亡後は甲の妻
先祖代 の々土地
甲の妻が死亡したとき終了し、残
余財産は甲の甥に帰属する

図表2　高齢者の土地活用のための活用法

受託者 残余財産
の帰属先

受益者委託者

甲 甲長男 長男

信託契約

土地開発契約

開発業者
マンション用地
と普通預金を信託

信託終了

甲の存命中

委託者＝受益者
　　課税関係は生じない

甲の死亡後

￥ 長男が遺贈によりマン
ション用地等を取得し
たものとして相続税
課税。小規模宅地等の
減額特例の適用可能

事例2の登場人物

甲 妻

甥

弟 妹

受益者連続型
信託を提案中

先祖代 の々土地の
相続について相談中税理士 姪

とん    ざ
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事例1の登場人物

頼りになる
長男

甲

税理士

信託契約の
締結を提案中

土地活用に
ついて相談中

委託者
受託者
受益者
信託財産
信託終了事由・残余
財産の帰属権利者

甲
甲の長男
甲 
3丁目の土地、A銀行の普通預金
甲の死亡により終了し、残余財産
は長男に帰属する

信託とは

　「信託」とは、委託者が一定の目的のため
に、信託行為（信託契約・遺言・信託宣言）
によって信頼できる受託者に対して財産を移
転し、その受託者はその信託行為に従って、
その移転を受けた財産（信託財産）の管理・
処分等をする法律関係をいいます。
　そして、その信託財産に係る給付を受ける
権利は、受益権をもつ受益者にあります。　
　信託の設定により、民法上、信託財産の所
有権（名義）が受託者に移ることにより、受託
者は、その権限に基づき信託財産の管理・処

分をスムーズに行うことができま
す。しかし、税務上は実質的に信託
財産に係る利益を得ることになる受
益者が所有者とみなされます。
　例えば図表1のケースのように、
委託者と受益者が異なる場合（他
益信託）は、効力発生に伴って、実
質的な所有者が甲から孫に変わる
ため、税務上は、甲から孫へ贈与が
あったものとされ、孫に贈与税が課
税されます。一方、委託者と受益者
が同じ場合（自益信託）は、信託の設定の前
後で税務上の所有者は変わらないため、信託

の効力発生時に課税関係は生じません。
　以下、活用の2事例をご紹介します。

【事例2】信託を先祖代々の
土地の円滑な承継のために活用

　先祖代々、甲家で承継してきた大切な
土地があります。今は駐車場として賃貸
していて、安定した収入もあります。妻
の老後の生活資金のたしになると思いま
すので、妻に相続させたいのですが、私
たち夫婦には子供がいません。妻が亡く
なった後、妻の財産は妻の妹が相続する
ことになるのでしょうが、この土地が妻
の家系に承継されるのは私の先祖に申し
訳なく思います。私の甥（弟の子）に承
継させることはできないでしょうか？

　これまでの相続の常識からすると、
「奥様に甥に土地を遺贈する旨の遺言を
書いてもらってください」という回答に

なります。しかし、奥様からしたら自分
の姪（妹の子）の方がよく遊びに来てく
れてかわいいかもしれません。そうなる
と、奥様は甲さんがお元気なうちは
「甲さんの甥に遺贈する」という遺
言を書いておいたとしても、甲さん
が亡くなってから「自分の姪に遺贈
する」という遺言に書き換えるかも
しれません。なんとも不安定ですよ
ね。それが、「信託」を使えば、甲さ
んの願いをもっと確実にかなえるこ
とができます。例えば、次のような

信託を設定します。

　課税関係はどうなりますか？

　甲さんがご存命中の受益者は甲さんで
あり、自益信託ですので、信託の効力発
生時に課税関係は生じません。甲さんが
亡くなることにより、次の受益者となる

奥様がその土地を遺贈によって取得した
ものとして取り扱われます。相続後も相
続税の申告期限まで駐車場の賃貸を続け
れば、相続税の小規模宅地等の減額特例
の適用を受けることもできます。また、
他の相続財産とともに配偶者の税額軽減
の適用を受けることもできます。

　妻が亡くなった場合の課税関係はどう
なりますか？

　奥様が亡くなったときは、税務上、甲
さんの奥様から甲さんの甥に対して遺贈
があったものとされます。この場合、甲
さんの甥は、甲さんの奥様にとって親族
（3親等の姻族）ですので、相続税の申
告期限まで駐車場の賃貸を続ければ、相
続税の小規模宅地等の減額特例の適用を
受けることができます。ただし、甥っ子
さんが取得するということで、相続税の
2割加算の対象にはなりますので、その
点はご理解ください。

　2割ぐらい税金が増えたとしても、妻
の老後の生活資金のたしになった後、
ちゃんと土地が甲家に戻せるのであれ
ば、ありがたいしくみですね。

【事例1】
信託を高齢者の土地活用のために活用

 先日、マンション開発業者から、私の所
有している3丁目の土地について、マン
ション用地として開発しないかと提案を 
いただきました。賃貸マンションとして
運用できれば、相続対策にもなるのであ
りがたい話です。しかし、開発計画が長
期になる可能性もあり、その間に私の判
断能力が低下して、契約や交渉をするこ
とができなくなるかもしれないと思う
と、不安で計画をすすめられません。

　そうですね、認知症等により判断能力
がなくなった後は法律行為をすることが
できません。それを補うために、成年後
見人を選任することがありますが、成年
後見制度は成年被後見人の財産の保護を
目的としています。賃貸マンションを建
築するということは、成年後見制度の考
え方からすれば財産の保護にはならない
ので、もし甲さんが何も対策をしないま
ま認知症になってしまえば、3丁目の計
画は頓挫する可能性があります。

　これをうまく解決できる方法はありま
せんか？
　
　次のような信託を設定することによ
り、解決できます。

　私が生きている間に何か課税は発生し
ますか？

　図表2のとおり、甲さんがご存命中の受
益者は甲さんであり、自益信託ですので、
信託の効力発生時に課税関係は生じませ
ん。また、受託者の長男が、信
託契約に従って、信託財産であ
る3丁目の土地に係る契約や交
渉をすすめることになりますの
で、万が一、途中で甲さんが入
院したり、甲さんの判断能力が
なくなったりしたとしても、マ
ンション開発をすすめることが
できます。もちろんマンション
完成後の賃貸借契約も、信託契
約に従って受託者である長男
が締結します。

　私の死亡時の課税はどうな

りますか？

　甲さんの死亡により信託は終了します
が、残余財産の帰属先が長男ですので、
実質的に「長男に賃貸マンションとその
敷地とA銀行の普通預金口座の残高を相
続させる」という旨の遺言を作ったのと
同じ効果が生じます。したがって、相続
税の課税関係としては、長男が遺贈によ
りそれらを取得したものとして取り扱わ
れます。また、すでにマンションが賃貸
開始後であり長男がそのまま賃貸事業を
引き継げば、相続税の小規模宅地等の減
額特例の適用を受けることもできます。

　土地開発にあたって信頼できる長男と
信託契約を締結すれば、認知症対策にも、
遺言代わりにもなるということですね。



遺産分割協議書の
　　　　 効力をめぐるトラブルインサイト
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～内容を認識する前に署名・押印させられたケース～

　平成21年に南青山M’s法律会計事務所を設立。そ
の後、平成25年に表参道にマイル法律事務所を設立
し、同事務所の代表弁護士として活動している。
　各種訴訟事件、税務争訟のほか、倒産処理、ベンチ
ャー企業の法務などを得意とし、法務・税務の両面か
ら幅広い業務を取り扱っている。本紙でも第３号～第
５号に所長税理士と元職員による顧客争奪トラブル
に関した記事を連載している。

　税理士の先生が相続に関する相談を受ける
場合、どのような内容が多いでしょうか？相
続対策、相続税の計算、相続税の申告から納
税資金の確保など、その内容は多岐にわたる
と思います。
　弁護士が相続に関する相談を受ける場合も
内容は様々です。遺言書の作成や遺留分減殺
請求に関する相談、遺産の分割方法や遺産分
割協議書作成に関する相談などは比較的多い
といえます。相続は「争続」になる可能性があ
るため、その取扱いは慎重にならざるを得ま
せん。今回は、弁護士の立場から遺産分割協
議書をめぐるトラブルをご紹介しますので、是
非、税理士の先生方にも異なる視点から考え
ていただき、相続人間の争いに巻き込まれな
いように注意して頂きたいと思います。
　普段、相続の案件をあまり取り扱わない税
理士の先生もいると思いますので、まず簡単
に相続における遺産分割協議書の位置づけを
説明します。
　故人がしっかりとした遺言書を作成してお
り、相続人全員がその遺言書に定められた遺
産分割に同意している場合には、遺産分割協
議書自体を作成しないケースもあります。し
かし、「相続財産はあるのに遺言書がな
い」、「遺言書の内容が曖昧」、「遺言書作
成時と死亡時とで資産の状況に変化が生じ
た」、「相続人が遺言書の内容とは異なる遺
産分割を希望している」などの場合は、遺産
分割協議を行い、遺産分割協議書を作成する
必要がでてきます。
　遺言書がない場合、実務上、被相続人名義
の預金口座からの預金引出し（故人のキャッ
シュカードを使って当座の費用を工面するた
めに預金からお金を引き出す方もいますが、
法的には問題がある行為です）、不動産の登
記名義を変更する場合にも、実印を押捺した
遺産分割協議書あるいはこれに代わる書類
（判決正本や調停調書など）が必要になりま
す。
　そのため、特定の相続人が、他に相続人が

いるにもかかわらず、他の相続人の同意な
く、相続財産の全部または特定の相続財産を
自らのものにするために預金の引き出しや登
記名義の変更等をすることは認められませ
ん。その場合は、遺産分割協議書に相続財産
の全部または特定の財産を相続することを記
し、他の相続人に署名または押印（実印）を
してもらう必要があります。
　遺産分割協議書に特定の相続人だけが有利
となる内容が書かれていれば、そう簡単に他
の相続人が署名や押印などしないと思われる
先生もいるでしょう。しかし、トラブルにな
る以前は親族間の信頼があるため、「手続き
を進めるために必要な書類」などと説明さ
れ、それが遺産分割協議書と認識しないまま
署名、押印することが実際にあります。
　私が代理人を務めた事案でも、本人の意思
能力や判断能力に特段問題はなかったにもか
かわらず、遺産分割協議書と認識しないまま
押印させられ、さらには税理士の先生への税
務権限代理証書にも押印し、本人も認識しな
いまま遺産分割がなされ（たことにされ）、
預金の引き出し、株式や不動産の名義変更が
なされ、税務申告と相続税の納付まで本人の
名義でなされていたという事案もありまし
た。
　しかし、一旦作成された遺産分割協議書の
効力を後から争うのは、高いハードルが存在
します。最高裁判所の判例（平成11年6月11
日判決）は、「遺産分割協議は、相続の開始
によって共同相続人の共有となった相続財産
について、その全部又は一部を、各相続人の
単独所有とし、又は新たな共有関係に移行さ
せることによって、相続財産の帰属を確定さ
せるものであり、その性質上、財産権を目的
とする法律行為」と判示しています。そのた
め、遺産分割協議についても民法の意思表示
の瑕疵に関する規定が適用されることとな
り、遺産分割協議書と認識せずに署名、押印
してしまった場合や遺産分割協議書で定める
分割内容に錯誤があった場合は、錯誤無効等

の主張をすることも理論的には可能です。一
方で、別の最高裁判所の判例により、本人の
印章と文書の印影が一致すれば、本人の意思
に基づいて押印されたものと推定され、さら
にその結果、文書全体が本人の意思に基づい
て作成されたものと推定されるという一般原
則があります（二段の推定）。このような判
例があるため、実印が押印された遺産分割協
議書は、押印した相続人の意思に基づいて作
成されたものと推定され、その効力を争うの
が難しくなります。
　実際に遺産分割協議書の効力を争う場合に
提起される訴訟の類型は種々考えられます
が、典型的なものとしては、遺産分割協議無
効確認訴訟、不当利得返還請求訴訟であり、
いずれの場合も争点は共通します。つまり、
遺産分割協議書の作成の際に、意思表示の瑕
疵（裁判になった多くの事例は錯誤無効の主
張をしています）があったか否かという点で
す。遺産分割協議書の有効性を争う側として
は、「遺産分割協議書」の作成経緯、協議書
に定める分割内容が不自然・不合理であるこ
となどの事情（例えば、特定の相続人に有利
な分割内容であり、そのような分割をする必
要性や合理性がないといった事情）をもっ
て、錯誤により無効であったことを主張立証
していくことになります。とはいえ、親族で
あれば経済的に不合理な相続に同意すること
も珍しくありません。何よりも本人の印鑑が
押されている遺産分割協議書の効力を覆すの
は並大抵ではなく、正に泥沼の争続となって
いくのです。
　相続をきっかけに兄弟間で話をしなくなっ
たなどというのは序の口で、兄弟間でお互い
の子供の頃（半世紀近く前だったりします）
の失敗やケンカの原因を思い出して悪口の応
酬を弁護士の面前ですることすらあります。
数年ぶりに裁判所で顔を合わした親族が病気
で痩せ衰えた姿を見て喜ぶなどという笑えな
い話すらあります。
　税理士の先生は、作成途中の遺産分割協議
書を見る機会も多いと思いますが、特定の相
続人だけが有利となる内容で、そこに不自然
さを感じた場合、その遺産分割協議書は潜在
的な紛争リスクを抱えているかもしれませ
ん。このような事案に税理士の先生が関与す
る場合には、トラブルに巻き込まれないため
にも関係者との面談や意思確認を十分にする
ことをお勧めいたします。

マイル法律事務所
（東京・港区）

弁護士　松永　貴之

協議書の内容に不自然さを感じた場合は
　　関係者との面談や意思確認でリスク回避



日本税協連の
e-honイーホン

組合員共通の
ユーザー名とパスワード

パスワード：h80322
ユーザー名：zeikyo

気になる相続関連書籍も「e‒hon」なら組合員価格でお手元に！
第二次・第三次相続を見据えた 
相続対策と遺産分割 平成27年増税対応版
    松岡章夫、山田みゆき　著／出版社：清文社

第一次相続の遺産分割では配偶者の税額軽減を最大限に
活用することが一般的だが、その結果、第二次・第三次相
続の税負担が大きくなることがある。そのツケを子や孫に
回さないトータルな相続対策と遺産分割のノウハウ、そし
て節税メリットが具体的な試算で理解できる“税務のプロ”
のための一冊。相続対策と遺産分割の基礎から応用まで
を図表とケースでわかりやすく解説。定価3,000円＋税。

実例でわかる
相続に強い税理士になるための教科書
           阿藤芳明　著／出版社：税務経理協会

リスクが怖い…経験がない…でも相続を仕事にしたい。そ
んな税理士のバイブルである同書は、誰も教えてくれな
かった相続業務の知識やノウハウが満載の実践的入門書。
遺言書の作成、相続税申告書作成に係る資料の収集・分
析、分割協議と納税方法をセットにした考え方など、実務
の勘どころを実例を交えながら解説。平成25年３月の初版
から10刷を突破し、続編も近刊予定。定価2200円＋税。

相続の現場から見た! 
特殊な土地の財産評価 CD-ROM付き
      佐藤健一、小林登　著／出版社：法令出版

特殊な土地の財産評価は判断に迷うところ。同書では現地
や役所調査の参考となる実際の資料や写真を数多く掲載し
て詳しく解説。さらに、財産評価基本通達による土地評価
を前提に、通達の適正な運用の基礎となる各種法令を整
理。現場写真や物件関連の現物資料は雰囲気が伝わるよう
に付録のCD-ROMに収録。平成25年８月に初版が発行され
て以来、多くの税理士に読まれている。定価3,800円＋税。

ゼミナール相続税法（平成27年１月改訂）
           橋本守次　著／出版社：大蔵財務協会

相続税法全般において検討を要する多くの重要項目に関し
て、重要判例・裁決例・税務当局の見解や様々な学説等を
踏まえ、筆者の私見も交えて多方面から論理的に解説。課
税最低限の縮減、税率の累進強化、小規模宅地等の課税の
特例の拡大をはじめとする平成27年1月施行の改正相続税
法、さらに更正の請求や理由附記といった国税通則法の見
直しに伴う改正に関しても解説。定価：5,463円＋税。

オンライン書籍販売
専門書・一般書・雑誌・ＣＤなど、

約280万点を組合員価格でお手元に！
日本税協連では、株式会社トーハンが運営するオンライン書店ネットワーク
「ｅ－ｈｏｎ（イーホン）」との提携により、税務や会計の専門書をはじめ、

一般書、雑誌、CDなど約280万点の取扱商品を10％割引の組合員価格で購入できるサービスを提供しています。

ご利用の際には組合員共通のユーザー名と
パスワードを入力し、別途、新規登録時に
個別のIDとパスワード取得してください。

※組合売店でも税務関係書籍を多数取り揃えております。どうぞご利用ください。

◎組合員限定サービスのため、必ず日本税協連のホームページからご利用くださ
い。それ以外からのご利用は割引の対象になりませんので、ご注意ください。

◎お支払は便利な口座振替（翌月28日）。口座振替依頼書をプリントアウトし、
　個別ＩＤを記入してください。（集金事務代行社／㈱日税ビジネスサービス）
◎１回の注文は10冊（個）まで。送料は全国一律260円（税別）

ネットで
簡単申込み

全品
１０％ＯＦＦ
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宮田房枝税理士が執筆した書籍
「図解 相続対策で信託・一般社団法人を使いこなす！」は８面をご覧ください。

日本税協連　 検 索www.nichizei.or.jp 　
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日税グループの
ホームページ　 http://www.nichizei.com/

発行：

本紙へのご意見・ご要望は、企画広報室へお願いします。　ＴＥＬ：03-3340-4488

〒163-1529　東京都新宿区西新宿1-6-1　新宿エルタワー29階
　　　　　　　 ＴＥＬ：03-3340-6494　ＦＡＸ：03-3340-6495（年4回1月・4月・7月・10月発行）

日税グループは、
税理士先生の相続業務を
バックアップいたします！

　いよいよ平成27年１月１以降の相続から相続税の基
礎控除額が４割縮小されました。また、相続税率の区分
が６段階から８段階に変更され、最高税率が50％から
55％に引き上げられるほか、各人の取得財産が２億円
超～３億円以下については、新たな税率区分として45％
の税率が適用されます（表参照）。
　資産家を中心に相続支援のニーズも高まってきまし
たが、相続に関係する悩みといえば、「遺産分割」「納
税資金の確保」「相続税対策」ではないでしょうか。多
くの税理士先生が研修会などに参加し、知識やノウハ
ウを習得しながら相続対策のアドバイスをされています
が、日税グループの㈱日税ビジネスサービスでは、税理
士先生や事務所職員の方々を対象に、相続に関する

様々な研修会を開催するほか、東京税理士協同組合の
研修会などもお手伝いさせて頂いております。また、相
続に際しての株価算定や中小企業のＭ＆Ａなどもご支
援させて頂いております。
　さらに、㈱日税不動産情報センターでは、相続にまつ
わる不動産ソリューションのご提供。㈱共栄会保険代
行、㈱日税サービスでは、生命保険を活用した相続対
策や相続税の納税資金対策などをご提案させて頂いて
おります。
　これからも税理士先生の相続業務を全力でバック
アップさせて頂きますので、お困りのことがございまし
たら、日税グループにいつでもお気軽にお声がけくださ
い。

〈基礎控除の引き下げ〉

〈相続税の新しい税率区分〉
課 税 価 格 税 率 控 除 額

改正前　　2014年12月31日まで　　　
定額控除
5000万円＋（1000万円×法定相続人の数）

改正後　　2015年1月1日から　　　　
定額控除
3000万円＋（600万円×法定相続人の数）

1,000万円以下 10％ なし
50万円
200万円
700万円
1,700万円
2,700万円
4,200万円
7,200万円

15％
20％
30％
40％
45％
50％
55％

1,000万円超　3,000万円以下
3,000万円超　5,000万円以下
5,000万円超　1億円以下
1億円超　2億円以下
2億円超　3億円以下
3億円超　6億円以下
6億円超

相続業務に役立つノウハウを
　　　　　　　　人気の講師陣が解説！

関与先様の相続にまつわる
不動産ソリューションをご提案いたします

遺産分割対策 納税資金対策 相続税対策
お客様一人ひとりの状況を的確に把握・分析し、

生命保険を活用した最適な相続対策をご提案いたします！

東京都新宿区西新宿1-6-1　新宿エルタワー29階
札幌市中央区　札幌北辰ビル６階 
千葉市中央区　千葉県税理士会館１階
さいたま市大宮区　埼玉県税理士会館１階
横浜市西区　税理士会館１階
名古屋市千種区　税理士会ビル１階
大阪市中央区　近畿税理士会館11階
福岡市中央区　福岡天神第一生命ビル５階　　

〈関連会社〉　　　　　　　　　　
株式会社日税サービス（札幌） ☎011-631-7371
株式会社日税サービス（大阪） ☎06-4794-0071
株式会社日税サービス中国 ☎082-244-3441
株式会社日税サービス西日本・福岡本社 ☎092-474-2471
株式会社日税サービス西日本・北九州営業所 ☎093-932-5888
株式会社日税サービス西日本・熊本営業所 ☎096-371-7151

東 京 本 社
北 海 道 支 店
千 葉 支 店
埼 玉 支 店
横 浜 支 店
名 古 屋 支 店
大 阪 支 店
九 州 支 店

0120-922-752　　 bestplan@nichizei.com 0120-31-2112　　　info-ns@nichizei.com 

〈東京税理士協同組合主催、日税ビジネスサービス協賛〉
２月  ４日　「争訟事案からみた相続税の実務」
　　　　　 講師：小池 正明 税理士（日税連税制審議会専門委員長）

２月１０日　「財産評価をめぐる裁決事例の紹介」
　　　　　 講師：土橋 令 税理士
　　　　　　　　（元国税庁課税部資産評価企画官室企画専門官、同企画官補佐）

〈日税フォーラム〉　　
２月１２日　「自己株式を活用した事業承継対策・相続対策」
　　　　　 講師：酒井 均 氏（株式会社ファイブスター 取締役 COO ）
３月２５日　「自社株判例・裁決例徹底解説」
　　　　　 講師：伊藤 俊一 税理士（伊藤俊一税理士事務所 代表）

 ◎過去に開催した研修会のオンデマンド配信も行っております。
研修会の最新情報・オンデマンド配信等につきましては、㈱日税ビジネスサービスのホームページをご覧ください。

 株価算定、企業のＭ＆Ａなどもお手伝いしております！

日税ビジネスサービス 検 索

インターネット受講も可能です！

安心のネットワーク

・ 相続発生時の土地の評価資料が欲しい。
  （広大地評価、不整形敷地評価など）
・ 相続した不動産の物件調査や時価評価をしてほしい。
・ 相続税の納付対策を検討したい。
・ 生産緑地、農地等の相続に効果的な対策を考えたい。
・ 底地、借地、老朽アパート・ビル等の低採算不動産の
  整理・組替えをしたい。

☎03-3346-2220
☎03-5284-1162
☎042-528-7757
☎048-669-1101
☎043-301-8666
☎045-262-1551
☎052-752-6700
☎06-6949-4664
☎078-221-0911

東 京 本 社
東京東支店
東京西支店
埼 玉 支 店
千 葉 支 店
横 浜 支 店
名古屋支店
大 阪 支 店
神 戸 支 店

誠実、公正、
守秘をモットーに
全力でお手伝い
させて頂きます！

誠実、公正、
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